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■改定の趣旨 

 

 平成 10 年(1998 年)に策定したこの基本方針は、豊中市同和対策審議会からの答

申の基本理念や基本方向等をふまえ、市の同和行政の基本的な考え方として大綱的

にとりまとめたものであった。 

平成 14 年(2002 年)に「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関

する法律」が失効後、本市では一般施策として差別解消に向けた取組みを進めてき

た。平成28 年(2016 年)には、国において、相談体制の充実や教育及び啓発などに

ついて謳った「部落差別の解消の推進に関する法律」（以下、部落差別解消推進法）

という。）」を公布・施行したが、同和問題の解決には至っていない。 

同年、市長は豊中市同和問題解決推進協議会へ「豊中市における同和問題の解決

を図るための具体的な教育・啓発の進め方について」諮問、平成30 年(2018 年)に

答申（以下、「市同和問題解決推進協議会答申」という。）」を受けた。 

令和元年(2019 年)に市が実施した「人権についての市民意識調査（以下、「市民

意識調査」という。）」の結果、令和2年(2020年)に法務省が公表した「部落差別解

消推進法第６条に基づく調査結果（以下、「法務省調査結果」という。）」、同年に大

阪府が実施した「人権問題に関する府民意識調査（以下、「府民意識調査」という。）」

の結果が報告されている。 

こうした同和行政を取り巻く環境の変化、それぞれの調査結果、市同和問題解決

推進協議会答申をふまえ、基本方針を改定するものである。 

同和問題の解決は、他の人権諸課題と密接に連関し、総合的な行政により、展望

を拓きうるものであるとの認識に立ち、この基本方針を平成20 年(2008 年)策定の

豊中市人権行政基本方針（以下、「人権行政基本方針」という。）とあわせて、今後

の人権行政の礎と位置づける。 
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Ⅰ．基本的認識 

 

日本国憲法は「すべて国民は、個人として尊重される」とした上で、「法の下に

平等であって、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、政治的、経済的又

は社会的関係において、差別されない。」と規定している。 

昭和40年(1965 年)8月に出された、国の同和対策審議会答申（以下「国答申」

という）では、同和問題は人類普遍の原理である人間の自由と平等に関する問題で

あり、日本国憲法によって保障された基本的人権にかかわる重要な問題であるとし

て、その早急な解決こそ国の責務であり同時に国民的課題であることを提起した。

しかしながら、日本国憲法が施行されて70年以上、国答申が出されて50年以上が

経過した現在もなお同和問題が解決したということはできない。 

平成28年(2016年)12月に「現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の

進展に伴って部落差別に関する状況の変化が生じている」ことや、「部落差別は許さ

れないものであるとの認識の下にこれを解消することが重要な課題である」ことを

記した部落差別解消推進法が公布・施行された。この法律は、全ての国民に基本的

人権の享有を保障する日本国憲法の理念にのっとり、部落差別のない社会を実現す

ることを目的としている。 

令和2年(2020年)の法務省調査結果では、多くの者が部落差別は不当な差別と知

っている一方で、特に交際・結婚相手についての偏見・差別意識が残っていること

や、部落差別に関するウェブサイトの閲覧の動機として、差別的な意図をもって閲

覧しているとうかがわれるものが一定数見られたこと、同年の府民意識調査では、

同和問題に関して見られると思う人権侵害や問題として、インターネット上に誹謗

中傷等が掲載されることを選択した人が最も多くなっていることが報告されている。 

令和元年(2019年)の市民意識調査では、年齢が若くなるにしたがって、さまざま

な人権課題が人権教育で取り上げられるようになっている一方で、同和問題が扱わ

れなくなってきていることや、同和問題に関する差別的な内容の発言を聞いたとき、

どう感じたかとの問いに、「そのとおりと思った」、「そういう見方もあるのかと思

った」と答えた人が７割を超えていることから、差別的な内容の発言に接したとき

に疑問や反発を感じることなく受け入れる人や、迎合しかねない人が多くいること

が報告されている。さらに、自由記述においては、何も知らない人にわざわざ同和

問題を教える必要はなく、そのまま放置しておけば同和問題は自然に解決するとい

う「寝た子を起こすな」という意見や、同和行政に対する批判や同和地区住民に対

する優遇措置が現在も続いているとの誤解などから「逆差別」であるという批判が

多く見られたことが報告されている。 

市内においては、差別発言や落書き、不動産購入時などの地区問合せなどの差別
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事象やインターネット上に差別を助長しかねない動画が掲載されるなど、被差別地

域に対する誤解や偏見に基づく言動による差別事象はいまだに発覚している。 

本市では、これまで、乳幼児期においては、「同和保育基本方針」、「人権保育基

本方針」に基づき、人権尊重の基礎的な資質を養うことをめざした保育を積み重ね、

差別を嫌だと感じ、差別を許さない感性を持った子どもを育てることを通じて、同

和問題の解決をめざした実践に取り組んできた。学校教育においては、「同和教育基

本方針」、「人権教育基本方針」に基づき、子どもたちが仲間とつながり、自らの生

活を振り返り、将来を展望する力を獲得する同和教育実践を積み重ね、人権の課題

を自分自身の問題として捉え、日常生活のさまざまな場面を通じて積極的に考え、

実践することを目標として取り組んできた。市民啓発については、被差別当事者や

一般財団法人とよなか人権文化まちづくり協会と、被差別当事者の経験や思い、地

域の歴史や現状を知るためのフィールドワークや、同和問題の学びの場の提供を協

働により取り組んできた。また、市民による「差別のない明るく住みよい町の実現」

に取り組む豊中市人権教育推進委員協議会や、企業の立場から人権啓発の推進や就

職の機会均等などに取り組む豊中企業人権啓発推進員協議会、すべての市立小中学

校における同和教育をはじめとする人権教育の調査研究及び実践に取り組む豊中市

人権教育研究協議会などとも連携し、同和問題の解決に取り組んできた。これまで、

このような教育・啓発に取り組んできたが、先にも記載のとおり市内においてもい

まだに差別事象は発覚しており、同和問題が解決したとはいえない。 

平成30年(2018年)の市同和問題解決推進協議会答申では、住宅を含む環境改善

や教育・就労の保障については、同和対策事業の成果として一定の改善が見られた

ことを評価しつつ、「部落に対する差別意識と行動についてはいまだに残り続けてお

り、教育・啓発が担うべき役割は非常に大きなものである」とした上で、乳幼児期

の取組み、学校教育における取組み、市民向けの人権啓発のあり方について、さま

ざまな課題と認識、具体的な取組みが提言された。 

市は、この基本的認識の内容をはじめとしたこれまでの同和行政をめぐる取組み

の成果と課題を受け止め、市同和問題解決推進協議会答申を尊重し、部落差別が現

存するかぎり、その解決のために同和行政を推進する。 

 

 

Ⅱ．基本目標 

 

同和行政とは、同和問題の解決に向けた総合的な行政である。そして、同和問題

の解決とは、累積的な差別の結果としての諸格差を解消することにとどまらず、す

べての地域社会に偏見や差別というものが受け入れられない状態をつくりだし、部



 5 

落差別のない地域社会を実現することである。 

差別は許されないものであるという人びとの共通認識のもと、被差別の状況にあ

る人が孤立せず、すべての人が個人として尊重され、互いに人間として尊厳を認め

合い、人とひととの連帯・協働のもとに個性が発揮され、多様な生き方が可能とな

る人権文化に根ざした安心して暮らせる地域社会の実現と、その社会づくりを担う

市民の主体的に学ぶ力、行動する力を育てることを目標とする。それにあたっては、

差別や偏見を引き起こす背景には社会構造上の問題があることから、差別を差別す

る側と差別される側の二者間だけの問題にせず、個人への配慮を行い社会全体の問

題として捉えることが大切である。 

なお、このことは、平成29年(2017年)12月に策定された、第4次豊中市総合計

画の「共に生きる平和なまちづくり」の実現に資するとともに、平成27年(2015年)

に国連サミットで採択された国際目標「持続可能な開発目標（ＳＤＧs）」がめざす

「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現に寄与するも

のである。 

 

 

Ⅲ．基本視点 

 

昭和44年(1969年)同和対策事業特別措置法施行から財政上の特別措置が失効し

た平成14 年度(2002 年度)までに取り組んだ施策や事業は、累積的な差別の結果で

ある低位な状態－貧困、不安定就労、劣悪な住環境等の問題－の解消に一定寄与し

てきた。しかし、これらのことは、差別そのものの解消にとって必要条件であった

が、十分条件ではなかった。 

そのため、引き続き広く一般施策として、これまでの取組みの成果と課題を十分

にふまえた上で、少子化、高齢化、高度情報化、国際化等の急速な社会変化にも留

意し、施策の推進に努める。日常に潜む差別の背景を見抜く力を養い、その課題解

決に向けて具体的な施策に結びつけていくことが必要である。 

部落差別をはじめさまざまな差別の解消に向けては、日常生活の中にある差別的

な価値観や生活意識を問い直すことを通して、自発的に差別をなくすという態度が

育まれることにつながる人権教育、啓発を人権文化の創造という営みとして推進す

る。 

また、同和問題のみならず、女性、子ども、高齢者、障害のある人、外国人など

他の領域のさまざまな人権課題が顕在化している。これらは複合的に絡み合うもの

であり、それぞれの領域がかかえる課題とその有機的な連関については、総合的な

視点をもって関係部局・関係機関の連携により整理、対応してきた。引き続き、行
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政のすべての分野において、人権尊重の視点から潜在化している課題に注意しなが

ら、施策やその推進のあり方について点検や見直しを行う。 

そして、同和問題固有の課題をふまえつつ、その解決への道すじが、同時に他の

人権問題を解決していく道すじとも重なり合うという認識のもとに、あらゆる差別

を解消し、すべての人権問題を解決するという視点に立って施策の推進に努める。 

 

 

Ⅳ．施策の基本的方向 

 

すべての人間が一人ひとり個性ある人格を持ったかけがえのない存在として尊

重されるとともに、社会的身分や門地、民族、信条、性、障害の有無、年齢、職業

等による不当な差別を解消することが、めざすべき平和で平等な社会の実現への途

を拓くものである。 

したがって、被差別の現実から学ぶことにより、人権尊重を社会的な規範として

確立することをめざし、人権尊重のまちづくりの推進に努めるとともに、「人権文化

のまちづくりをすすめる条例」をふまえ、人権行政基本方針やこの方針に基づいた

施策を行い、引き続き同和問題の早期解決をめざす。 

 

１）人権文化の創造をめざした啓発・教育の推進 

出自や年齢、障害の有無、職業等による不当な差別が解消され、平和で平等

な社会を実現するための「自己啓発」や「自己解放」の契機となる啓発、教育の

推進に努める。 

同和問題についての学校での学習機会は、多様な人権課題が学ばれるように

なる一方で大幅に減少している。同和問題について理解が十分でないまま学校教

育を終える人は増えている。このような状況の中、部落差別が身近な人からの伝

承により記憶されていくとともに、インターネットを通じて、差別を助長するよ

うな情報等が発信されており、差別への同調につながる意識が広がることが懸念

される。このことから、生涯学習として、若い世代へはさまざまな媒体を活用し

た啓発・教育の推進に努めるとともに、年齢、学校での学習経験の有無に関わら

ず、同和問題との出会い、学び直しができる機会の提供に努め、差別に出会った

ときに適切に対応できる力をつけていくことが重要である。 

また、こども園、小中学校、高等学校、さらに市民向けの人権啓発の取組み

を個々別々に実施するのではなく、それぞれの実践が共有され、有効な学びが提

供できるしくみを整える。学校園等は、人権尊重を基盤にした子どもの「生きる

力」の育成やまちづくりへの参加意志の形成をはじめ、有効な教育・保育実践の
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継続・発展のため、職員の経験や知識の継承に努める。 

 

２）人権尊重のまちづくりの推進 

同和地区とその周辺も含めたまちづくりに向けては、地区内外の住民の交流

が促進されている。地域コミュニティが人権課題を見据えてつながることや、差

別される側と差別する側の対立関係から、対話によって相互の信頼関係を築いて

いくことは、心理的、実態的差別の課題解決に向かうことを念頭に、引き続き全

市的な視野をもって、人権尊重の観点に立って施策を推進する。 

令和2年(2020 年)開設の市立人権平和センターは、人権の尊重と平和の実現

は不可分であることから、平和意識の高揚と同和問題をはじめとするさまざまな

人権問題の解決をめざし、市全域を見据えた情報受発信の拠点施設として、また、

困難を抱える人が安心して声をあげられる市民の安心・安全を支える場所として、

人権文化の創造を基調としたまちづくりの推進に取り組んでいく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関連する法律等】 

・「人権文化のまちづくりをすすめる条例」 

（平成11年(1999年)4月施行） 

・「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」 

（平成12年(2000年)12月施行） 

・「大阪府部落差別事象の調査等の規制等に関する条例」 

（平成14年(2002年)策定、平成23年(2011年)10月改定） 

・「部落差別の解消の推進に関する法律」 

 （平成28年(2016年)12月施行） 

 ・「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に

関する法律」 

（平成28年(2016年)12月一部施行、平成29年(2017年)2月施行） 

 

【関連する計画等】 

・「豊中市人権教育推進プラン」 

（平成16年(2004年)3月策定、令和2年(2020年)3月一部改訂） 

・「豊中市人権行政基本方針」  （平成20年(2008年)2月策定） 

・「豊中市における同和問題の解決を図るための具体的な教育・啓発 

の進め方について 答申」     （平成30年(2018年)3月策定） 
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Ⅴ．推進体制の充実 

 

１）庁内の推進体制 

同和問題を女性や障害のある人、外国人をはじめとしたさまざまな差別や人権

問題とも重ね合わせながら、その背景や土壌についての深い洞察の上に立ち、そ

の解決に向けて、すべての行政分野で取り組む。そのため、各人権課題への対応

に加え、すべての人権問題にかかわる総合的課題への対応との両面からアプロー

チしていく体制の充実を図る。今後も多様な職員体制の中で、同和問題に対する

理解を深め、部落差別を見過ごすことがないよう、職員研修を進める。 

また、人権侵害による被害救済について、関係機関や団体と連携しながら、市

民が相談しやすい体制づくりなど、可能な方策に取り組む。 

さらに、人権文化のまちづくりをすすめる条例に基づき、行政のあらゆる分野

において人権尊重の視点に立った取組みを推進する組織である人権行政推進本部

のもと、この方針に基づく施策の進捗把握を行い、市同和問題解決推進協議会な

ど市の附属機関の意見を聴きながら、人権行政基本方針に基づく総合的な見地か

ら整合性のある施策を推進する。 

 

２）人権に関わる市民団体等との連携 

同和行政の推進にあたっては、これまで同和問題の解決をはじめ、さまざまな

人権擁護活動を進めてきた団体と連携を図ってきた成果をふまえ、被差別当事者

と同和問題の解決に向けて取り組む人びとの声を大切にしながら、引き続き、同

和問題の解決が一層進むよう協働とパートナーシップにより取組みを行う。 

そのため、市民活動として人権文化の創造に寄与するＮＰＯ（非営利組織）、研

究団体等との連携並びに支援に努める。 

 

３）市同和問題解決推進協議会の位置付けと他の審議会等との連携 

市同和問題解決推進協議会は、市における同和問題の解決についての諸課題を

調査審議する市長の附属機関であり、同和行政の推進にあたってはその活発な議

論や意見を参考とする。あわせて、この協議会での検討や取組みは、他の人権問

題の解決への道すじとも重なり合うという視点に立って、人権文化のまちづくり

をすすめる協議会をはじめ、各領域の審議会等との有機的な連携に努める。 
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Ⅵ．府及び府内市町村等関係機関との連携 

 

同和問題を解決していくためには、府はもとより府内の各市町村等関係機関と

の連携は極めて重要な意味を持つものであり、今後も引き続き緊密な連携を図る。 

また、近隣市町村との協働による啓発事業の取組みなど、広域的な取組みを進

める。 

 

 

Ⅶ．国・府に対する法的措置等の要望 

 

同和問題の根本的な解決を図るための基本となる「部落差別解消推進法」が公

布・施行された。同法は、相談体制の充実、教育及び啓発、実態調査について規定

している。そのため、人権施策の一環として、部落差別解消推進法に規定されてい

る施策が実現できるよう、行財政措置を講じることを、市長会を通して国に強く要

望する。また、府独自の行財政措置の充実についても要望する。 

 

 

 


